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I原 著l 大阪市立大学看護学雑誌第10巻(初14.3)

「保健師に求められる実践能力と卒業時の到達度jにおける学生の自己評価

一実習形態の違いによる到達度の比較ー

Student Self-Evaluation of Practical Competency for Public Healtb Nurses and Achievement Level at Graduation 

A Comparison of Achievement on Three Practical Training Programs 

林 知里1)

Chisato Hayashi 

横山美江1) 藤村一美2)

Y oshie Yokoyama Kazu田 iFujimura 

Abstract 

村井智郁子1)

Chikako Murai 

芝田ゆかり 3)

Y ukari Shibata 

We examined吐ledi世erencesin practical attainment levels among student nurses attending the following three .training 

progra叩 s:3-week administrative practices (administrative program)， l-week administrative and 2-week industrial practices 

(industrial prograrn).皿 dl-week administrative and 2-week scholarly practices (scholarly program). The survey forms were 

distributed to a to凶 01124lour也 gradestudents (66 in 2012田 d58 in 2013) attending也ecommum町 n町 singpractice course of 

the School of Nursing， Osaka City University. Of the total enrolled students， 60 from也e2012 (90.9%) and 46 from出e2013 (79.3%) 

responded. We used吐lequestionnaires provided in the Practical Competency and Performance Goals for Public Health Nurses. and 

Achievement Level Required at Graduation (Minis甘yolHeal也， Labourand Welfare， 2010) 

The result of a one-way ANOV A revealed也atthe students attending也eadministrative program showed signi:fican吐yhigher 

achievement出anall others on“provide visiting叩 dconsultation support" for individuals and family members. Moreover.吐lose

attending the administrative progr訂nsignificantly demons廿atedhigher achievement也回出oseattending the industrial program 

on“provide support by health education." 

Discussion : We need白rtherinnovations in conducting training programs. in case where it is di血cultfor student nurses to undergo 

particular practices due to specific environmental training characteristics 

要旨

行政3週間実習(行政実習)、行政1週間と産業2週間の計3週間実習(産業実習)、行政1週間と学校2週間の計

3週間実習(学校実習)という実習形態で学生の到達度に違いがあるか否かを検討した。 2012一2013年度に大阪市立

大学医学部看護学科の 4年次生として在籍し、地域看護学実習を履修した計124名に調査票を配布、 104名(回収率:

83.9%)から回答を得た。調査は「保健師に求められる実践能力と卒業時の到達目標と到達度J(厚生労働省， 2010) 

の項目を用いた。一元配置分散分析では、個人・家族を対象とした「訪問・相談による支援を行う」において、行政

実習を経験した学生が学校実習や産業実習を経験した学生と比較して有意に到達度が高く、「健康教育による支援を行

う」において、行政実習を経験した学生が産業実習を経験した学生と比較して有意に到達度が高かった。考察:実習

場の特性により経験しにくい項目については、実習運営のさらなる工夫が必要であろう。
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緒言

看護系大学卒業時に習得するべき到達目標に関する検

討は、平成13年に文部科学省に設置された「看護学教育

の在り方検討会J(文部科学省， 2003)を経て、平成16

年に「看護実践能力育成の充実に向けた大学卒業時の到

達目標J(文部科学省， 2006)が示されて以来、活発に

議論されている(荒賀ら， 2007)。この到達目標は、学

士課程における看護基礎教育に重点、がおかれた目標であ

り、保健師や助産師の専門性を十分に考慮したものでは

ないという意見もあった。また、平成19年4月に出され

た「看護基礎教育の充実に関する検討会報告書J(厚生

労働省， 2007)では、保健師教育における現状と課題に

ついて、学生が卒業時に修得するべき実践能力について

太学側と実習施設側の期待する到達レベルに違いがある

こと、新卒保健師が現場で行うことが多い健康教育や家

庭訪問等の能力・技術については修得できるように実習

を充実させる必要があること、さらに、臨地実習では行

政に加えて学校、産業など幅広い分野での実習を行うこ

とが必要であることが示された。

同時に、基礎教育において修得すべき保健師としての

必須の技術項目と卒業時の到達度についても暫定的に示

され、検討の後、「保健師教育の技術項目の卒業時の到

達度J(平成20年9月19日付け医政看発第09100010号厚

生労働省医政局看護課長通知) (厚生労働省， 2008) と

して明示されることとなった。一方、同年に実施された

「保健師教育の技術項目と卒業時の到達度」の各項目を、

卒業生の80%以上が到達できているか否かに関する村嶋

らの調査(村嶋， 2009)では、個人/家族を対象とした

37項目のうち、 80%以上の教育機関が到達したと回答し

た項目は 6項目しかなく、集団/地域を対象とした61項

目のうち、 80%以上の教育機関が到達したと回答した項

目は4項目 (6.6%)のみで、現行の保健師教育では、個

人/家族および集団/地域を対象とした技術項目を習得す

ることが困難であることが示された。また、到達してい

ると回答した教育機関が50%未満で、特に到達が困難な

7項目の内容は、住民や関係職種とのチーム活動や評価

に基づく活動展開であったと報告されている。

平成19年の保健師助産師看護師学校養成所指定規則

(以下「指定規則Jという)の一部改正においては、在

宅療養者に焦点を当てた継続看護は既に看護教育におけ

る「在宅看護論」で十分に教授されているとして、「地

域看護学」は、地域及び学校保健、産業保健を含んだ公

衆衛生看護活動に焦点を当てることとされた(文部科学

省，厚生労働省， 2007)。その後、平成21年の「看護の
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質の向上と確保に関する検討会」の中間とりまとめにお

いて、免許取得前の基礎教育段階で学ぶべき点の整理や、

現在の教育年限を必ずしも前提とせず、すべての看護師

養成機関について教育内容、教育方法などの見直し・充

実を図るべきであるとの提言がなされた(厚生労働省，

2009)。さらに、保健師助産師看護師法の一部改正により、

保健師及ぴ助産師の国家試験受験資格が6か月以上から

1年以上に延長となったことに鑑み、保健師教育につい

ても具体的な検討が行われ、平成22年11月の「看護教育

の内容と方法に関する検討会 第一次報告J(厚生労働

省， 2010)では、「保健師に求められる実践能力と卒業

時の到達目標」が示された。

一方、保健師教育を履修する者の数は、平成8年には

4，742人であったが、看護系大学の増加に伴い、平成18

年には11，109人と増加している(村嶋， 2007)。このた

め、実習施設の確保が難しい状況であると同時に、現場

で実習指導を担当している保健師も学生の対応に苦慮し

ている。多数の看護系大学がある大阪府では、育成さ

れる保健師の質の確保のため、「平成23年度入学生以降

の保健師教育地域看護学実習受け入れ方針J(大阪府，

2009)を筆頭に「平成26年度以降の公衆衛生看護学実習

受け入れ方針J(大阪府， 2011)が提示され、平成23年

度以降平成26年度までは実習生の受け入れを暫定的に制

限していくとの方針が打ち出された。

平成23年度から平成26年度を「移行期間」とし、従来

の3週間実習を受けることができる学生は、平成23年度

では各養成校の定員の2/3人(大阪市立大学医学部看護

学科は定員70人のうち45人)、平成24年度では定員の112

(35人)、平成25年度では定員の113(23人)、平成26年度

では定員の1/4(18人)と減員されている。行政3週間

実習を受けることができる学生以外は行政1週間実習と

なり、本学では不足分の2週間を学校保健(小・中・高

等学校)もしくは産業保健(事業所)の実習を実施して

いる。本学と同様に、平成26年度からの保健師選択制実

習までの移行措置期間として、行政5日間の実習に産業

保健実習と学校保健実習を組み込んだ実習を行っている

大学の報告はほとんどない。 A大学(吉岡ら， 2012)に

よる調査では、実習形態による学生の経験内容の相違は

あったものの、実習期間や実習施設の特質による相違で

あったと報告している。しかし、学生の到達度について

は調査していなし元

そこで、本研究では、行政3週間実習を受けた学生(以

下、行政実習とする)と行政1週間実習および産業2週

間実習の計3週間実習(以下、産業実習とする)、行政

1週間実習および学校2週間実習の計3週間実習を受け



た学生(以下、学校実習とする)とで、学びの到達度に

差があるか否かを検討するため、本学において実習評価

の一環として用いてきた「保健師に求められる実践能力

と卒業時の到達度」について分析したので報告する。

方法

1 調査対象 2012年度および2013年度に大阪市立大学

医学部看護学科の4年次生として在籍し、地域看護学実

習を履修した66名および58名の計124名。うち、 2012年

度60名(回収率90.9%) うち有効回答は58名 (87.9%)、

2013年度46名(回収率 79.3%)から回答を得た。実習

前年度である 3年生の10月-11月に全学生に対して希望

調査を実施し、意欲、成績、態度などを総合的に判断し、

行政実習、産業実習、学校実習に配置している。

2.調査内容平成22年11月に厚生労働省より報告され

た「看護教育の内容と方法に関する検討会 第一次報

告」に提示されている「保健師に求められる実践能力と

卒業時の到達目標と到達度」を調査項目として用いた。

大項目は、「地域の健康課題を明らかにし、解決・改善

策を計画・立案するJ、「地域の人々と協働して、健康課

題を解決・改善し、健康増進能力を高める」、「地域の健

康危機管理を行う」、「地域の人々の健康を保障するため

に、生活と健康に関する社会資源、の公平な利用と分配を

促進するJ、「保健・医療・福祉及ぴ社会に関する最新の

知識・技術を主体的・継続的に学ぴ、実践の質を向上さ

せる」の 5項目で、その下位に中項目として、「地域の

人々の生活と健康を多角的・継続的にアセスメントす

るJ、「地域の顕在的、潜在的健康課題を見出す」、「地域

の健康課題に対する支援を計画・立案する」、「活動を展

開する」、「地域の人々・関係者・機関と協働する」、「活

動を評価・フォローアップする」、「健康危機管理の体制

を整え予防策を講じる」、「健康危機の発生時に対応す

るJ、「健康危機発生後からの回復期に対応する」、「社会

資源を開発する」、「システム化する」、「施策化する」、

「社会資源を管理・活用する」、「研究の成果を活用する」、

「継続的に学ぶ」、「保健師としての責任を果たす」の16

項目がある。到達度は、それぞれの中項目の下位項目と

して設定された71の小項目ごとに評価される。

3 調査方法:地域看護学領域の講義・実習をすべて修

了した看護学科4年次生124名を対象に、口頭にて調査

の趣旨を説明した上で、自記式(無記名)質問紙を配布

し、その場で回収した。データ収集の時期は、 2012年11

月および2013年8月であった。また、本研究は、大阪市

立大学大学院看護学研究科の倫理審査の承認を得て実施

大阪市立大学看護学雑誌第10巻 (2014.3)

した。

4.分析方法:卒業時の到達目標の到達度レベルごとに

f 1 :少しの助言で自立して実施できる =1点Jf II 指

導の下で実施できる =2点Jrm :学内演習で実施でき

る=3点JfW :知識としてわかる =4点」の得点を与

え、集計した。分析には、 SPSSversi叩 18.0を使用し、

各実習形態別の差の検定には一元配置分散分析を用い

た。

結果

実習形態人数は、 2012年度が行政実習28名、産業実習

18名、学校実習12名であり、 2013年度が行政実習14名、

産業実習7名、学校実習23名で、 2012年度と2013年度の

合計では、行政実習42名、産業実習25名、学校実習35名

であった。

1 .到達目標と到達度

I 個人・家族を対象とする活動

表1に示すように、 rA地域の人々の生活と健康を多

角的・継続的にアセスメントするJでは平均得点が1.98

点-2.17点(少しの助言で自立して実施できる~指導の

もとで実施できる)であり学生の到達度が高かった。ま

た、 IB地域の顕在的、潜在的健康課題を見出す」、 fC.

地域の健康課題に対する支援を計画・立案する」、 rE.地
域の人々・関係者・機関と協働する」、 rF活動を評価・

フォローアップするJなどの中項目においても、平均得

点が2.05点-2.48点(指導のもとで実施できる)であり

到達度が高かった。一方、 rD.活動を展開する」におい

ては、「プライパシーに配慮し、個人情報の収集・管理

を適切に行う」の項目が1.63点(少しの助言で自立して

実施できる)と到達度が高かったが、「法律や条例等を

踏まえて活動する」の項目が:2.93点(指導のもとで実施

できる)と到達度が低く、小項目聞での差が大きかった。

さらに、 rG.健康危機管理の体制を整え予防策を講じ

るよ rH.健康危機の発生時に対応する」、 rr健康危機

発生後からの回復期に対応するよ IJ.社会資源を開発

する」、 fKシステム化する」、 fL施策化する」、 rM.社

会資源を管理・活用する」、 fN研究の成果を活用するj

の中項目では、平均得点が3.0点以上(演習で実施できる)

の項目がほとんどであり、到達度が低かった。

全体としては、小項目の「プライパシーに配慮し、個

人情報の収集・管理を適切に行う」の得点が最も到達度

得点が高く、「予算の仕組みを理解し、根拠に基づき予

算案を作成する」が最も到達度得点が低かった。

n
J
 



表 1-1 保健師に求め5れる実践能力と卒業碍の到達目標と到達度実習形態別の比較

到達度
卒業時の到達目標

実践龍力

|行政実習 |産業主習 学技実習 P憧 |行政実習 |産業主晋 学校実習 P植大項目 中項目

!身ー体掛 精を収神集的し、社会ア小文セ項化ス目的メ個ン面トすかるら客観的 主 2.05 2曲 2.12 n.s 220 Z岨 226 n.s 

こっ 量L、アセスメントする 2.10 2.16 2.11 0.5. Z担 2.44 229 n.s 

自賠且ぴ生活環境(気候・企害等)について情報
2.17 2.32 2.31 叫 232 244 238 札&

l A 地生多的角域活にの的アと憧人セ・廉継ス々続のをメ

を収集し、アセスメントする

|対え、象ア者セ及スぴメ対ン象ト者すのる屠 ら集団を全体として捉 2β2 229 2.17 n.s 2.17 2.33 235 孔S

憧車問題を持つ当事者の視点を踏まえてアセスメ
1.98 2.04 2.11 nふ 2.15 2.60 2.44 P<O.OS*". 

ントする ントする

|系メ統ン的トす組る 蹄収集L 継 続吋セス 2.12 2.36 2.17 出 2.32 2.72 2.31 n. 

1 脇市

I ~I隼Lt:I\ll1!"Yセスメント L、地域特性を見出
2.32 2.17 2.20 2.40 2.17 nふ2.17 n.S 課題の明ら す

2却 2β4 2.11 n.s 
計案明確画す化る立龍と

かにし、解

lmz仰 一a在し位併tLU副刊J.，叩でさすかる 世い抽田を馴L山す今後中一表

2.17 1.80 2加 n.S 
決改善輩

2.49 2届 2.76 2.60 n.s を計画立 2.45 263 nふB 
力 案する 地域の顕在的、

2.51 潜在的憧康課 2却 2却 229 n.s 2.59 2.60 凪

題を見出す

i蜘改善、憧人康々増の漣持すつる力能(力鵬)を欄見出時すづ内法 2.31 2.40 2.54 n.S 2.44 2.60 2.69 ロふ

2出 l担 1.86 n.S. 2.29 2.16 1.94 n.. 

c n r.>l'i'I'杭・改善に向けた目的・目揮
2.14 2.04 Z崩 n.s Z担 Z岨 2.29 n.S 

を設定する
固に対する主す 224 2.48 2s7 0.1込 2.41 Z日 Z日 0.5， 
提を計画

主を明確にL 2.17 2胡 2s7 nふ 2.34 Z田 2.43 n.s 草する

置空豆型方法 竺 2品 2.44 2.6旧 nふ 2s9 2.60 2.46 n.s 

地域の人々の生命健康、人間としての尊監と揖
2田 1.96 1.97 nふ 222 2.08 2.06 n.S 

事jを守る

|地域の 子う 2.12 2.12 2.34 n.. 227 220 2.34 孔S

プフイパシーに配慮し、個人情報の収集・管理を
1.63 I凪 1.49 n.. 1.71 I甜 1.69 n.s 

|適梢切論にt 行う 2.63 I 2.48 I 2.83 I n.s 

2.76 I 2臼 2.86 I n.s 
|地域の， 244 272 2由 日

世里二 こよ 223 I 2日 2日 Ip<O凪**..E D 

地域の憧 活動を展開す陛lIlI.一章 2品 志朗康増進龍
2 る

力を高め
地域の人々

る掴人
と協曲 L

いて、憎報提棋をする 2.60 I 2.80 I 2.74 I n.s. I 2.78 I 2阻 3.06 I n.s 
家民集

て、憧康課
団・組酷

|ト主当握事者目的と閏に応悟職じ種て社ー 、τ 2.79 I 2.96 I 2.97 皿 2.85 I 2田 3.03 日への継続

的支聾と
個人/家族主接、組酷的アプローチ等を組み合わ 2.71 I 2.84 I 2.94 I n.s. I 2.90 I 2.92 I 3.00 I n.s 

協働組
を高める

せて活用する Z田 2.96 I 2.94 I 0.5. I 2.叩 3.00 I 2.77 nふ融活動E
ぴ評晒す

国盟主""''fili!I!IJ，，:;ail<-;J.， I 2.14 I 2.56 I 2.17 田 阻 2.72 I 2.31 I 0.5. る能力

E 柚悼m
協曲するためのコミューケションをとりながら 2.12 I 2.36 I 2，出 回 I 2.詔 2.32 2.15 I n.s. 

信頼関揮を築く 253 I 2.64 I 226 I nふ
関悟者機関 日と活動目 且.44 I 256 I 2.09 I n.s 

と描画する とも 2.17 I 2.44 I 2.17 I n.s. [ 2.話 2.72 I 2.24 I n.s. 

221 I 2.56 I 220 乱ふ 2.39 I 2.76 I 2.38 I n.S 

こフィードパックする 2.45 I 2.出 2.84 I n.s. I 2.61 I 2.96 I 2出 n.s 

アッ |継続¥..t:i1i!I!IJ;!，，，，.jift.i:M!I<<?'!'JI!f-;J.， I 2.48 I 2.76 I 2sl I n.s I 2.凪 2.92 I 2.71 I n.s. 
プする

!必要な fう 226 主的 2.63 I 0.5. I 2，却 3田 2昂 叫

-4ー
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表 1-2 保健師に求められる実践能力と卒業時の到達目標と到達度実習形態別の比較

卒業時の到達目標
到達度

実践能力 個人/家族 集団/地域

大項目 中項目 小項目 行政実習 産業実習 学校実習 P値 行政実習 産業実習 学控室胃 P値

世康危構(感染韮虐持 DV 自韓民害等)
2.90 3.16 2.91 3.10 328 3.06 G への予防輩を講じる

nふ n~ι 

憧康危樫管理 生活環境の藍情改善について提案する 2.74 2.92 2.80 ILS. 2.98 旦倒 3.00 ILS. 
の体制を藍え

広域的な憧康危構(虫害感染症等)管理体制を予防置を講じ
整える

3.12 328 3.14 n.s 3.33 3.52 3.31 ILS. 
る

憧康危構についての予防教育活動を行う 2.95 328 2田 0.5. 3.07 3.40 3.06 0.5. 

瞳康危韓(感染韮虐待 DV.自最良害等)
3.43 328 326 O.S， 141 360 351 ILS 

に迅速に対応する
E 3 憧康危機情報を迅速に把握する体制を藍える 3.45 3.40 3胡 n.s 3.46 3.48 3.43 ILS 
地域の憧 地域の憧廉 H 間部者ー縄問との連絡調整を行い、世割を明確化康危提管 危提管理を 憧康危棋の尭 する

3.33 3.44 3.26 n.s込 3.39 3.64 3.34 O.S. 
理能力 千'一丁ワ、

生時仁対応す

る
医寵情報ンステムを効果的に活用する 321 3.40 320 ILS 3.24 3.48 3.43 n.s 

憧康危棋の原因究明を行い、解決・改善置を講じ
3.40 3.48 3.23 3.45 3.64 3.31 

る
n~ ILS. 

憧康被害の拡大を防止する Z胡 3.5唱 3.21 n.s 3胡 3.68 3.31 回|
I 憧康回寵に向けた主提 (PTSD対応・生活環境の

3剖 3.36 3.29 n.s 3.43 3.44 3.31 
健康危樺藷生 寵興等)を行う

桂からの回握 健康危機への対応と菅理体制を許価L、再構築す
3.40 3.48 3.31 3.53 3.52 3.46 期に対応する る

n.s 

活用できる社会費揮と利用上の問題を見出す 2.69 2.80 2.68 ILS 

j 
地域の人々地租融や社会の聖草に主体制に書画で

2.95 2.96 2.94 O.S. 
きるよう構告と場、方法を提世する

社会費調を闇
地域の人々や関保する部署ー韓関の聞にネット発する
ワークを構築する

110 328 3凹 ILS 

必要な地核組織やサービスを費i原として開発する 3.17 3.40 3.34 0.5. 

瞳鹿課題の解決のためにシスァム化の必要性をア
2.93 3.24 3.00 

セスメントする
n.s 

E 
システム化す 闇梧韓関や地域の人々との協聞によるシステム化

3.10 3.16 323 
る の方法を見出す

n.s 

4 仕組みが包括的に樺龍しているか評価する 旦19 3.28 3.29 n.s 
百

地域の人々 組職(行政企業学技等)の基本方針基本計地域の憧
の憧廉を毘 画との藍合性を図りながら施策を立案する

305 320 314 ILS 
車水準を
高める杜

障するため
抽景の根拠となる法や条例等を理解する 3田 3但 2.83 n.s 

に、生活と
会費掘聞

健康に聞す 施曜化に必要な情報を収集する 2.88 3.00 2お ILS 
措 yス

テムi"
る社会費踊

し
施輩i"が必要である根拠Jこついて費制bする 324 3.16 1佃 0.5. 

施荒化す
の公平な利

施輩化する 施策化の必要性を地域の人々や開帳する部署ー揖
用と分配を 3.33 3胡 326 乱&

る能力
恨進する

関に根拠に基づいて説明する

施輩化のために、開帳する部署ー韓関と協議主
3.38 E胡 3.60 0.5. 

渉する

地域の人々の特性一ーズに基づ〈施輩を立案す
3.19 3.16 3.23 

る
n.s 

予算の仕組みを理解し、担拠に基づき予草案を作
3.57 主56 3.74 

成する
n.s 

M 施曜の実施に向けて関係する部署揖関と協働L、
3.57 3.68 3.63 

社会費揮を管 活動内容と人材の調聾(配置・確保等)を行う
ILS 

理活用する 措置や活動、事業の底果を公表し、説明する 3.52 3.56 3.49 0.5. 

保憧医串福祉サービスが公平・円滑に提位される
3.54 3.56 3.43 

ょう継続的に評価改善する
n.s 

5 N 
研究減呆を実践に活用し、憧麗課題の解決・改善

3お 3.44 3.34 
の方法を生み出す

ILs. 
保健ー医療 研究の成果を

v 福祉及び社 活用する 社会資源と地域の憧車課題に応じた怪憧師活動の
3.36 3β4 3.51 n.s. 

専門的自
舎に閲する 研究・闇藷を行う

律と継続
最新の知識 。

社会靖勢知識ー技荷を主体的、継続的に学ぷ 2.83 2.88 2.71 技荷を主体 鮭続的に芋ぷ
0.5. 

的な置の

向上龍力
的・継続的

F 
に学び、実

保憧師として i¥!位師としての責缶を果たしていくための自己の
践の質を向 の責怪を果た 課題を見出す

2.81 2.44 2.57 ILs. 

上させる
す

多重比較 (LSD法)の結果

'行政実習と産業実官、行政実習と学技実習の聞に有意韮 H 行政実習と産業実習の聞に有意差

...行政実習と産業実宮、行政実習と学校実習の聞に有意差 "“行政実習と産業実曹、行政実習と学校実習の聞に有意差

民
υ



E目集団・地域を対象とする活動

同じく表1に示すように、集団・地域を対象とする到

達度においては、個人・家族を対象とする到達度と同じ

ような傾向が見られた。しかし、すべての項目において、

到達度得点は、個人・家族を対象とする項目よりも少し

ずつ低かった。

2 実習形態別の比較

個人・家族を対象とする活動に対する行政実習、産業

実習、学校実習の学生の到達度において、一元配置分散

分析を実施した結呆、表11こ示すように「訪問・相談に

よる支援を行う」および「健康教育による支援を行う」

において有意な差がみられた。「訪問・相談による支援

を行うJでは、行政実習を受けた学生の平均値は2.26点、

産業実習を受けた学生の平均値は2.72点、学校実習を受

けた学生の平均値は2.74点で有意差がみられ (pく0.05)、

多重比較 (LSD法)では、行政実習と産業実習および

行政実習と学校実習との聞に有意差が認められた (pく

0.05)。また、「健康教育による支援を行う」では、行政

実習を受けた学生の平均値は2.l7点、産業実習を受けた

学生の平均値は2.72点、学校実習を受けた学生の平均値

は2.54点で有意差がみられ (pく0.05)、多重比較 (LSD

法)では、行政実習と産業実習との聞に有意差が認めら

れた (pく0.05)。

集団・地域を対象とした活動に対する行政実習、産業

実習、学校実習の学生の到達度において、一元配置分散

分析を実施した結果、表1に示すように「健康問題を持

つ当事者の視点を踏まえてアセスメントする」および

「健康教育による支援を行う」において有意な差がみら

れた。「健康問題を持つ当事者の視点を踏まえてアセス

メントするJでは、行政実習を受けた学生の平均値は

2.15点、産業実習を受けた学生の平均値は2ω点、学校

実習を受けた学生の平均値は2.44点で有意差がみられ

(pく0.05)、多重比較 (LSD法)では、行政実習と産業

実習および行政実習と学校実習との聞に有意差が認め

られた (pく0.05)。また、「健康教育による支援を行うJ

では、行政実習を受けた学生の平均値は2.23点、産業実

習を受けた学生の平均値は2.68点、学校実習を受けた学

生の平均値は2.63点で有意差がみられ (pく0.05)、多重

比較 (LSD法)では、行政実習と産業実習、行政実習と

学校実習との聞に有意差が認められた (pく0.05)。

平成24年度および平成25年度の実習生の実習体験数

(家庭訪問)を表2に示す。行政1週間実習では、平成

24年度は家庭訪問を経験できなかった学生が2名おり、

学生1人あたりの平均経験回数は0.9回であった。平成

25年度の学生1人あたりの平均経験回数は1.2回であっ

た。一方、行政3週間実習では、平成24年度の学生1人

あたりの平均経験回数は2.9回、平成25年度の学生1人

あたりの平均経験回数は2.8回であった。

また、平成24年度および平成25年度の実習生の実習体

験数(相談・保健指導)を表3に示す。行政1週間実習

では、平成24年度は学生1人あたりの平均経験回数は4.3

困で、平成25年度の学生1人あたりの平均経験回数は2.0

回であった。一方、行政3週間実習では、平成24年度の

学生 l人あたりの平均経験回数は2.6回、平成25年度の

学生1人あたりの平均経験回数は2.9回であった。

考察

個人・家族を対象とした保健師活動としては、「地域

の人々の生活と健康を多角的・継続的にアセスメントす

る」、「地域の顕在的、潜在的健康課題を見出す」、「地域

の健康課題に対する支援を計画・立案するJ、「活動を展

関する」、「地域の人々・関係者・機関と協働する」、「活

動を評価・フォローアップする」などの項目では、平均

値が2.0点代(指導のもとで実施できる)のものが多く、

指導を受けながら実習で体験できており、学生の到達度

に表れていたと考えられた。一方、「法律や条例等を踏

まえて活動するJ、「個人/家族支援/組織的アブローチ

等を組み合わせて活用する」、「支援目的に応じて社会資

源を活用する」などの項目は3.0点台(学内演習で実施

できる)に近く、比較的到達度が高かった中項目のなか

でも、実習で経験しにくい項目であり、学生の到達度と

しては低かったのであろう。

また、「健康危機管理の体制jを整え予防策を講じるJ、

「健康危機の発生時に対応するJ、「健康危機発生後から

の回復期に対応する」、「社会資源を開発する」、「システ

ム化する」、「施策化する」、「社会資源を管理・活用す

る」、ならぴに「研究の成果を活用する」などの項目に

ついては平均値が3.0点台(学内演習で実施できる)で

あり、実習として経験しにくい項目であるため、学生の

到達度は低かったと考えられる。

次に、集団・地域を対象とした保健師活動については、

個人・家族を対象とした保健師活動と同様に、「地域の

人々の生活と健康を多角的・継続的にアセスメントす

る」、「地域の顕在的、潜在的健康課題を見出す」、「地域

の健康課題に対する支援を計画・立案するJ、「活動を展

関する」、「地域の人々・関係者・機関と協働する」、「活

動を評L価・フォローアップする」な'どの項目では、平均

値古ま2.0点代(指導のもとで実施できる)のものが多く、

po 
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表E 学生の実習体験報告数(家庭訪問)

領域 目的 H25 H24 

行政3週間行政1週間行政3遊間行政1週間

N~23 N~35 N~28 N~30 

育児相談などの育児支援 8 7 3 1 

新生児訪問 17 7 31 10 

低出生体重児のフォロー 10 4 6 8 

乳幼児の発達に関する相談や支援 6 3 5 2 

母子保健 多胎児家族への支援 5 4 l 1 

心身障害児 。 。 。 。
乳幼児虐待予防 。 l l 。
妊婦 1 2 3 2 

計 47 28 50 24 

健診のフォロー、健康管理 。 1 2 。
介護予防サポート 9 2 2 。

成人・高齢者 公害 。 。 。 。
その他 。 。 。 。
言十 9 3 4 。

精神保健
精神障害者への生活支援やサーピス 3 5 2 。
その他 。 。 。 。

感染症・結核 結核・ DOTS 5 2 10 

難病
難病やその他疾患を抱える在宅療養者に 。 1 13 3 

対する支援やサービス調整

その他 その他 。 2 l 。
合計 64 41 80 28 

学生1人当たり経験数 2.8 1.2 2.9 0.9 

表3 学生の実習体験報告数(相談・保健指導)

領域 目的 H25 H24 

行政3週間行政1週間行政3週間行政1週間

N~23 N~35 N~28 N~30 

母子保健 17 9 45 9 

成人・高齢者 9 2 。 。
常設相談 精神保健 l 。 。 。

難病 23 。 21 。
小計 50 11 66 9 

結核 7 。 3 6 

面接相談
発達相談 8 。 2日 8 

ハイリスク妊婦 。 2 。
小計 15 。 25 14 

健康相談 小・中・高等学校 13 25 

保健指導 小・中・高等学校 17 12 

健康相談 事業場 2 25 

保健指導 事業場 27 49 

経験数合計 65 70 91 134 

学生1人当たり経験回数 2.9 2.0 2.6 4.3 
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学生の到達度は高かった。一方、「地域の人々が意思決

定できるよう支援する」、「地域組織・当事者グループ等

を育成する支援を行う」、「支援目的に応じて社会資源

を活用する」、「当事者と関係職種・機関でチームを組織

する」、「個人/家族支援、組織的アプローチ等を組み合

わせて活用するJ、「法律や条例等を踏まえて活動する」、

「評価結果を活動にフィードパックする」、「継続した活

動が必要な対象を判断する」ならびに「必要な対象に継

続した活動を行う」などの項目は、 3.0点台(学内演習

で実施できる)に近くなっており、集団・地域を対象と

した保健師活動として実習で経験しにくい内容であるた

め、学生の到達度は低かったと考えられる。さらに、「健

康危機管理の体制を整え予防策を講じる」、「健康危機の

発生時に対応する」、「健康危機発生後からの回復期に対

応する」などの項目についても同様に、平均値が3.0点

台(学内演習で実施できる)であり、学生の到達度は低

かった。

実習形態別の比較では、個人・家族に対する保健師活

動として「訪問・相談による支援を行う」や「健康教育

による支援を行う」、集団・地域に対する保健師活動と

して「健康問題を持つ当事者の視点を踏まえてアセスメ

ントするjや「健康教育による支援を行う」の項目にお

いて、行政実習と比較して、産業実習および学校実習で

の到達度の平均値が有意に低かった。産業実習や学校実

習では家庭訪問を経験できる機会がないため、学生は行

政1週間実習の間での経験となり、行政3週間実習で経験

できる機会と比較して乏しいと考えられる。対象となっ

た実習生の家庭訪問経験数を実習体験報告から分析する

と、行政1週間実習では、平成24年度平均0.9回/人、平

成25年度平均1.2回/人、行政3週間実習では、平成24年

度平均2.9回/人、平成25年度平均2.8回/人であった。行

政1週間実習では、家庭訪問を経験できなかった学生が

2名いた。先行研究(輿水ら， 2008)においても、家庭

訪問の平均件数は、行政10日閑コースでは一人当たり1.1

件で、 5日コースでは0.9件であったと報告している。さ

らに、自治体への調査(尾形ら， 2日08)でも、現場から

の意見として「家庭訪問が減り実習内容が不足」に対し

て62.7%が「感じている」と回答している。

家庭訪問や相談などを通して行われる価別の個人・家

族支援は、保健師活動の特徴と基本的技術が凝縮されて

おり、学生は、対象者の住環境や生活スタイル、ものの

見方や考え方などを直接知ることができ、人が自宅で生

活するとはどのようなことか、その多様性を学ぶ機会と

なる(麻原， 2007)。今後、産業実習と学校実習を経験

する学生に対しては、行政1週間実習の中で、家庭訪問
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の機会を増やすことを実習受け入れ側にお願いする必要

もあろう。しかし、実習受け入れ側への調査(宮崎ら，

2006)では、実習での家庭訪問の準備には「かなり調整

が必要Jと回答する実習施設が市町村で27.5%、保健所

で56.1%であったとの報告や、家庭訪問をする際、個人

情報保護の問題や当事者の同意が必要であり、訪問先の

選定に制約がある(大場， 2008)との報告もあり、実習

現場との調整が必要であろう。

健康教育については、産業実習における到達度の平均

値が行政実習における平均値と比較して有意に低かっ

た。先行研究(輿水ら， 2008)では、健康教育の実施

は10日コースが100%、5日コースが62.2%、全体では

81.0%であったと報告されているが、本学においては、

すべての学生が健康教育を実習中に経験できるように実

習受け入れ側に依頼をしており全員が実施できていた。

しかし、産業実習においては健康教育の場の設定が難し

く、対象がごく少数である場合もある。また、一般職員

を対象とした健康教育は、場の設定やテーマの設定上難

しいため労働安全委員会のメンバーや人事・総務部の有

志のメンバーを対象に行われ、必ずしも対象とテーマが

合致しているとは限らない。今後、産業実習における健

康教育の到達度を上げるためには、健康教育の場の設定

段階から事業所と綿密な打ち合わせを行い、効果的な実

践が体験できるよう整えていく必要があろう。

また、集団・地域を対象とした保健師活動としては、

「健康問題をもっ当事者の視点を踏まえてアセスメント

する」の項目において、産業実習および学校実習での到

達度の平均値が行政実習での到達度の平均値と比較して

有意に低かった。これについては、産業実習および学校

実習では、行政実習と比較して健康問題を持つ当事者の

相談やアセスメントを体験する機会が乏しいことが原因

として考えられる。特に、産業実習においては、深刻な

メンタJレヘルス問題を抱えている対象者が多いが、それ

らの相談ケースには立ち会えないことも多い。また、健

康診断の事後相談は、ある時期に集中して行われるため

実習できないことが多く、相談内容としては過重労働者

への面接相談などがメインの事業所もある。健康問題を

抱えている対象へのアプローチの機会が少ない産業実習

に対しては、実際に体験できなくても、指導保健師から

事例を聞くなどして補っていく必要があると考えられ

る。また、保健指導は、決して、目の前の個人に対して

のみ行うものではなく、「母集団」や「地域社会の文化

や規範Jに働きかけるのであり、保健師には、「その現

象に関する全体像を描く」能力が必要である(関根ら，

2008)という視点をデイスカッションなどで伝える工夫



をしていく必要があろう。

さらに、集団・地域を対象とした保健師活動におい

て、「健康教育による支援を行う」の項目で、行政実習

の到達度の平均値と比較して、産業実習・学校実習の到

達度の平均値が有意に低かった。産業実習や学校実習で

実施できる健康教育は、地域を対象とするものではない

ことが影響していると考えられるが、健康教育を実施し

た対象からその人の家族、地域へと広げていく保健師活

動の視点などをデイスカッションの場で補ってくことが

必要であろう。麻原 (2日07)は、健康教育やグループ支

援を「実施すること」が保健師活動ではなく、コミュニ

テイの変化に伴い、またコミュニティのニーズと文化に

沿った保健師活動を創り出していく柔軟な発想と創造力

が必要であることを指摘している。コミュニティの健康

問題についてアセスメントし、健康教育や相談を通して

コミュニティを構成するメンバーに働きかけることがコ

ミュニテイ全体の健康問題へのアプローチにつながるこ

とをイメージできる実習の工夫が必要であろう。

研究の限界

本研究は、学生のみを対象に実習到達度を調査したた

め、現場の指導者および教員の客観的な評価はされてい

ない。大学側と実習施設側に卒業時の到達度を調査した

研究(宮崎ら， 2006)では、施設側のほうが大学側よ

りも卒業時の到達レベルの認識が高い状況にあり、特

に、「家庭訪問jI面接相談jI健康教育jIグループ支援」

「他職種および住民との連携・協働」の項目において差

が大きかったと報告している。今後、実習指導者および

教員の評価も反映させる工夫が必要であろう。
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